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デ
ジ
タ
ル
経
済
と
税
の
議
論

　

国
境
を
前
提
と
す
る
税
制
は
、
デ
ジ
タ

ル
経
済
の
発
展
と
相
性
が
悪
い
。
デ
ジ
タ

ル
経
済
の
下
で
G
A
F
A
（
グ
ー
グ
ル
、

ア
ッ
プ
ル
、
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
、
ア
マ
ゾ

ン
・
ド
ッ
ト
・
コ
ム
）
に
代
表
さ
れ
る
多

国
籍
I
T
企
業
は
、
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス

を
消
費
す
る
市
場
国
（
消
費
国
）
に
支
店

や
工
場
な
ど
の
恒
久
的
施
設
（
P
E
）
を

置
く
こ
と
な
く
国
境
を
越
え
た
ビ
ジ
ネ
ス

を
展
開
で
き
る
の
で
、
市
場
国
は
多
国
籍

I
T
企
業
の
利
益
に
対
し
て
課
税
す
る
こ

と
が
よ
り
困
難
に
な
っ
た
。
そ
れ
は
と
り

も
な
お
さ
ず
、
市
場
国
の
税
収
不
足
に
つ

な
が
る
。
ま
た
、
同
じ
よ
う
な
ビ
ジ
ネ
ス

を
展
開
し
税
負
担
を
し
て
い
る
国
内
企
業

と
の
間
に
、
競
争
条
件
の
不
公
平
と
い
う

問
題
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
問
題
も
あ
る
。
多
国
籍
I
T
企

業
の
収
益
の
根
源
は
、
市
場
国
の
さ
ま
ざ

ま
な
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
を
人
工
知
能（
A
I
）

や
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
を
活
用
し
て
作
ら
れ
た

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
、
無
形
資
産
に
あ
る
。

無
形
資
産
は
、
有
形
資
産
と
異
な
り
譲
渡

が
容
易
な
の
で
、
例
え
ば
低
税
率
国
の
子

会
社
な
ど
に
移
転
さ
せ
れ
ば
、
そ
の
後
無

形
資
産
か
ら
生
じ
る
収
益
は
す
べ
て
低
税

率
国
に
入
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
、
合

法
的
な
租
税
回
避
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
デ
ジ
タ
ル
経
済
の
下
で

多
国
籍
I
T
企
業
が
市
場
国
で「
応
分
の
」

税
負
担
を
行
わ
ず
、
さ
ら
に
は
低
税
率
国

や
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
（
租
税
回
避
地
）

に
所
得
を
移
転
さ
せ
る
事
態
へ
の
対
応
と

し
て
、
新
た
な
国
際
課
税
ル
ー
ル
を
作
ろ

う
と
い
う
試
み
が
2
0
1
2
年
に

B
E
P
S
（Base Erosion and Profit 

Shifting

、
税
源
浸
食
と
利
益
移
転
）
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
G
20
と
経
済
協
力
開

発
機
構
（
O
E
C
D
）
の
下
で
立
ち
上
が

っ
た
。
15
年
の
最
終
報
告
書
で
は
結
論
が

出
ず
、
16
年
か
ら
ポ
ス
ト
B
E
P
S
と
し

て
議
論
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

本
年
1
月
事
務
局
は
、
市
場
国
が
巨
大

I
T
企
業
の
利
益
の
一
部
に
課
税
権
を
持

つ
新
た
な
提
案
（
以
下
、
事
務
局
案
）
を

デ
ジ
タ
ル
税
制
、年
末
合
意
に
黄
信
号

巨
大
I
T
企
業
の
法
人
税
は
ど
こ
へ
？

東
京
財
団
政
策
研
究
所
研
究
主
幹

森
信
茂
樹

解 説

　
20
カ
国
・
地
域
（
G
20
）
の
枠
組
み
で
議
論
さ
れ
て
い
る
デ
ジ
タ
ル
経
済
と
税
制
の
議
論
は
、
本
年
末
ま
で
に
最
終
合

意
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
本
件
は
、
新
た
な
デ
ジ
タ
ル
経
済
に
対
応
し
た
税
制
を
ど
の
よ
う
に
構
築
す
る
か
と
い
う

問
題
だ
が
、
先
進
国
の
中
で
も
欧
州
諸
国
と
米
国
の
意
見
は
必
ず
し
も
一
致
し
て
お
ら
ず
、
ま
た
イ
ン
ド
を
は
じ
め
と
す

る
新
興
国
と
先
進
国
の
考
え
も
異
な
る
な
ど
、
各
国
の
利
害
が
複
雑
に
絡
み
合
っ
て
い
る
。
と
り
わ
け
こ
れ
ま
で
積
極
的

で
あ
っ
た
米
国
が
こ
こ
に
き
て
消
極
的
な
対
応
に
変
わ
り
つ
つ
あ
り
、
年
末
ま
で
の
合
意
が
危
ぶ
ま
れ
て
い
る
。
合
意
で

き
な
け
れ
ば
、
各
国
が
独
自
に
デ
ジ
タ
ル
取
引
に
税
を
課
す
こ
と
に
な
り
、
そ
う
な
れ
ば
デ
ジ
タ
ル
経
済
は
大
き
な
混
乱

や
影
響
を
受
け
る
。
果
た
し
て
合
意
が
で
き
る
の
だ
ろ
う
か
。

も
り
の
ぶ・し
げ
き　
京
大
法
卒
。73

年
大
蔵
省（
現
財
務
省
）入
省
、主
税

局
総
務
課
長
、財
務
省
財
務
総
合
政

策
研
究
所
長
な
ど
を
経
て
18
年
か
ら

現
職
。著
作
に「
税
で
日
本
は
よ
み
が

え
る
」（
日
本
経
済
新
聞
出
版
社
）、

「
デ
ジ
タ
ル
経
済
と
税
」（
日
本
経
済

新
聞
出
版
社
）、「
日
本
の
税
制　

何

が
問
題
か
」（
岩
波
書
店
）な
ど
。
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行
い
、
2
月
の
G
20
蔵
相
会
議
で
、
政
治

的
な
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
と
し
て
了
承
さ
れ
る

と
こ
ろ
ま
で
こ
ぎ
着
け
た
。
し
か
し
残
さ

れ
た
課
題
は
多
く
、
今
後
本
年
末
の
具
体

案
の
最
終
合
意
に
向
け
て
、
複
雑
な
国
家

間
の
利
害
調
整
や
議
論
が
予
想
さ
れ
る
。

　

な
お
、
ポ
ス
ト
B
E
P
S
の
議
論
は
、

タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
や
軽
税
率
国
も
含
む

1
3
7
カ
国
・
地
域
が
参
加
す
る
「
包
摂

的
枠
組
み
」
で
行
わ
れ
て
お
り
、
彼
ら
の

同
意
が
比
較
的
得
や
す
い
も
の
と
な
っ
て

い
る
。
ま
た
事
務
局
の
試
算
で
は
、
多
国

籍
企
業
が
行
う
B
E
P
S
の
結
果
、
年
間

1
0
0
0
億
〜
2
4
0
0
億
㌦
の
法
人

税
収
が
失
わ
れ
て
い
る
と
い
う
。
そ
し
て

今
回
の
合
意
で
は
、
最
大
1
0
0
0
億
㌦

の
税
収
増
が
見
込
ま
れ
る
と
い
う
（
本
年

2
月
事
務
局
試
算
）。

な
ぜ
市
場
国
に
課
税
権
が
発
生
？

　

法
人
税
の
世
界
で
は
、
財
や
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
企
業
の
居
住
す
る
国
（
居
住

地
国
、
生
産
国
）
の
企
業
が
、
消
費
者
の

所
在
地
で
事
業
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と

だ
け
を
捉
え
て
課
税
を
行
う
こ
と
は
で
き

な
い
と
い
う
国
際
ル
ー
ル
が
あ
る
。
課
税

権
を
発
揮
す
る
に
は
、
市
場
国
に
支
店
や

工
場
な
ど
の
P
E
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

そ
う
で
な
け
れ
ば
、
わ
が
国
か
ら
イ
ン
ド

や
中
国
に
モ
ノ
を
輸
出
し
た
だ
け
で
相
手

に
課
税
権
が
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ

で
は
国
際
貿
易
は
成
り
立
た
な
い
。

O
E
C
D
も
05
年
に
「
あ
る
国
が
財
・
サ

ー
ビ
ス
の
供
給
市
場
を
提
供
し
て
い
る
と

い
う
事
実
の
み
で
は
、
そ
こ
か
ら
得
ら
れ

る
所
得
の
一
部
に
つ
い
て
課
税
権
を
与
え

ら
れ
る
わ
け
で
は
な
い
」
と
い
う
現
在
の

国
際
課
税
の
ル
ー
ル
を
確
認
し
て
い
る
。

　

一
方
前
述
し
た
よ
う
に
、
デ
ジ
タ
ル
経

済
の
下
で
は
、
P
E
を
置
く
こ
と
な
く
国

境
を
越
え
る
ビ
ジ
ネ
ス
が
可
能
と
な
る
の

で
、
そ
こ
に
何
ら
か
の
課
税
権
を
及
ぼ
す

べ
き
だ
と
い
う
議
論
が
力
を
帯
び
て
き
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
で
考
え
ら
れ
た
の

が
「
ユ
ー
ザ
ー
・
パ
ー
テ
ィ
シ
ペ
ー
シ
ョ

ン
」
と
い
う
考
え
方
で
あ
る
。

　

G
A
F
A
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
見
る

と
、
無
料
検
索
サ
ー
ビ
ス
や
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
交
流
サ
イ
ト
（
S
N
S
）
を
通
じ
て

わ
れ
わ
れ
ユ
ー
ザ
ー
か
ら
顧
客
基
盤
を
獲

得
し
、
そ
こ
で
入
手
し
た
情
報
（
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
）
で
あ
る
、
い
つ
、
何
を
検
索
し

た
か
と
い
う
行
為
や
ど
の
よ
う
な
人
と
交

流
し
「
い
い
ね
」
ボ
タ
ン
を
押
し
た
か
な

ど
を
分
析
し
、
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
と
A
I
を

活
用
し
て
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
広
告
な
ど
に

活
用
し
て
収
益
を
得
る
。
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ

そ
の
も
の
を
販
売
し
た
り
、
マ
ル
チ
サ
イ

ド
（
双
方
向
）
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を

提
供
し
て
収
益
を
上
げ
る
。こ
の
場
合「
ユ

ー
ザ
ー
」
は
、
単
な
る
「
消
費
者
」
で
は

な
く
、
自
ら
広
告
収
入
な
ど
基
幹
所
得
の

重
要
な
要
素
と
な
る
個
人
デ
ー
タ
を
提
供

す
る
こ
と
で
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
に
組
み
込

ま
れ
、
価
値
創
造
に
参
加
・
貢
献
し
て
い

る
と
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
う
理
論
構
成
す
れ
ば
、
ユ

ー
ザ
ー
所
在
国
に
課
税
権
が
あ

る
と
言
え
る
と
い
う
こ
と
で
あ

る
。
ま
た
こ
の
論
理
の
下
で
は
、

単
純
な
売
買
取
引
に
お
け
る

「
消
費
者
」
の
存
在
の
み
で
課

税
権
が
生
じ
る
わ
け
で
は
な
い

の
で
、
相
手
国
に
輸
出
す
る
通

常
型
ビ
ジ
ネ
ス
に
課
税
さ
れ
る

事
態
は
免
れ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
の
よ
う
に
デ
ジ
タ
ル
経
済

の
下
で
の
国
際
課
税
の
議
論
は
、

第
1
に
本
拠
地
で
あ
る
居
住
地

国
（
多
く
の
場
合
米
国
）
や
企

業
誘
致
し
て
き
た
軽
課
税
国
と
、

彼
ら
が
実
際
に
ビ
ジ
ネ
ス
を
行

い
利
益
を
上
げ
る
消
費
国
（
欧

州
、
日
本
、
新
興
国
、
途
上
国
）

と
の
間
で
税
源
を
再
配
分
す
る

こ
と
、
第
2
に
多
国
籍
I
T
企

業
の
行
う
租
税
回
避
行
為
を
防

ぎ
、
彼
ら
に
適
切
な
税
負
担
を
求
め
競
争

条
件
を
公
平
化
す
る
と
い
う
二
つ
の
目
的

が
あ
る
。

基
本
合
意
の
内
容「
第
1
の
柱
」

　

で
は
、
ど
の
よ
う
に
し
て
課
税
権
の
配

分
を
行
う
の
か
。
事
務
局
案
で
は
、
現
行

ル
ー
ル
で
あ
る
P
E
が
な
く
て
も
、
市
場

〈図表1〉新たな課税ルールのイメージ図

（出所）財務省資料を筆者が加工

Ｃ
国

費用

営業
利益

超過利益

企業グループの全世界
利益

売り上げなど
に応じて各国
に配分

うち各
国に配
分され
る利益

みなし通常利益

Ａ
国
Ｂ
国

Ｃ
国

費用

事務局案は、連結売上高 900億円（7億 5000万ユー
ロ）以上の「自動化されたデジタルサービス」と「消
費者向けビジネス」を行う多国籍企業を対象に、みな
し通常利益として営業利益率 10％と想定し、それを
超える利益を超過利益として、その一部を市場国に配
分する内容となっている。

市場国に配分される超過利益の割合については、現在
20％という案が有力といわれている。従って営業利
益率が 25％の企業を例にとると、15％（25％－10％）
が超過利益とされ、その 20％である 3％分（15％×
20％）が市場国に配分されるイメージである。
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国
で
一
定
額
以
上
の
売
り
上
げ
が
あ
れ
ば
、

こ
れ
を
課
税
根
拠
（
ネ
ク
サ
ス
）
に
市
場

国
で
生
み
出
さ
れ
た
価
値
（
新
課
税
権
）

と
し
て
市
場
国
に
配
分
す
る
。

　

具
体
的
に
は
、
全
世
界
で
一
定
額
以
上

の
売
り
上
げ
な
ど
が
あ
る
自
動
デ
ジ
タ
ル

サ

ー

ビ

ス
（autom

ated digital 

services

）
や
消
費
者
向
け
（consum

er

─facing

）
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
多
国
籍
企

業
を
対
象
と
し
て
、
通
常
利
益
を
超
え
る

利
益
（
超
過
利
益
）
の
一
部
を
市
場
国
に

配
分
す
る
（
図
表
1
）。
以
下
、「
対
象
ビ

ジ
ネ
ス
」「
新
た
な
ネ
ク
サ
ス
」「
新
た
な

利
益
配
分
ル
ー
ル
」
の
三
つ
に
つ
い
て
解

説
を
し
て
み
た
い
。

　
「
対
象
ビ
ジ
ネ
ス
」
に
つ
い
て
は
、
営

業
利
益
率
10
％
以
上
、
海
外
子
会
社
も
含

む
連
結
売
上
高
9
0
0
億
円
（
7
億

5
0
0
0
万
ユーロ
）
以
上
の
「
自
動
化
さ
れ

た
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
」
と
「
消
費
者
向

け
ビ
ジ
ネ
ス
」
を
行
う
多
国
籍
企
業
と
さ

れ
て
い
る
。
そ
し
て
、10
％
を
超
え
る「
超

過
利
益
」
部
分
の
一
部
に
つ
い
て
今
後
市

場
国
が
課
税
権
を
持
つ
こ
と
と
な
る
。「
自

動
化
さ
れ
た
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
」
と
は
、

オ
ン
ラ
イ
ン
検
索
エ
ン
ジ
ン
、
ソ
ー
シ
ャ

ル
メ
デ
ィ
ア
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
、
デ
ジ

タ
ル
コ
ン
テ
ン
ツ
配
信
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ゲ

ー
ム
、
ク
ラ
ウ
ド
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ

な
ど
で
あ
る
。「
消
費
者
向
け
ビ
ジ
ネ
ス
」

と
は
、
市
場
国
で
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
上
の

無
形
資
産
（
ブ
ラ
ン
ド
）
な
ど
を
形
成
し

超
過
利
益
を
上
げ
て
い
る
多
国
籍
企
業
、

例
え
ば
ナ
イ
キ
や
ル
イ
・
ヴ
ィ
ト
ン
、
ソ

ニ
ー
な
ど
が
含
ま
れ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。

い
ず
れ
も
、
一
定
以
上
の
規
模
の
多
国
籍

企
業
で
、
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
や
ブ
ラ
ン

ド
を
活
用
し
て
市
場
国
で
「
超
過
利
益
」

を
得
て
い
る
企
業
で
あ
る
。
た
だ
し
、
10

％
と
い
う
数
値
に
つ
い
て
は
、
新
興
国
な

ど
が
対
象
の
拡
大
を
主
張
し
て
お
り
、
決

定
さ
れ
た
も
の
で
は
な
い
。

　

こ
の
定
義
で
は
、
素
材
や
中
間
財
の
製

造
業
な
ど
は
対
象
外
だ
が
、
そ
れ
が
ブ
ラ

ン
ド
と
な
り
消
費
者
の
個
人
的
な
用
途
の

た
め
に
購
入
さ
れ
る
場
合
に
は
課
税
対
象

と
な
り
得
る
の
で
、
ブ
リ
ジ
ス
ト
ン
の
タ

イ
ヤ
な
ど
は
ど
う
な
る
の
か
。
早
急
に
そ

の
具
体
的
範
囲
を
明
確
に
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
。

　

次
に
課
税
権
を
発
生
さ
せ
る
「
新
た
な

ネ
ク
サ
ス
」
の
定
義
に
つ
い
て
は
、
現
行

の
P
E
が
物
理
的
拠
点
を
意
味
し
て
い
る

の
に
対
し
て
、
市
場
国
に
お
け
る
売
上
高

を
主
要
な
指
標
と
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。

　

最
後
の
「
新
た
な
利
益
配
分
ル
ー
ル
」

だ
が
、
現
段
階
で
は
20
％
と
い
う
案
が
有

力
で
あ
る
。

　

具
体
的
に
説
明
を
し
て
み
よ
う
。
営
業

利
益
率
が
25
％
の
多
国
籍
企
業
を
例
に
と

る
と
、
15
％
（
25
％－

10
％
）
が
超
過
利

益
と
見
な
さ
れ
、
そ
の
20
％
で
あ
る
3
％

分
（
15
％
×
20
％
）
が
市
場
国
に
、
そ

の
売
り
上
げ
に
応
じ
て
配
分
さ
れ
る
。
市

場
国
で
一
定
の
売
り
上
げ
が
あ
れ
ば
ネ
ク

サ
ス
を
認
定
し
て
、
市
場
国
が
課
税
権
を

持
つ
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
（
図
表
1
）。

　

税
収
に
与
え
る
影
響
と
し
て
事
務
局
は
、

年
間
1
0
0
0
億
㌦
の
法
人
税
収
増
と
試

算
し
て
お
り
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
や
シ
ン
ガ

ポ
ー
ル
な
ど
投
資
の
ハ
ブ
と
な
っ
て
い
る

国
の
税
収
が
減
り
、
わ
が
国
を
含
む
先
進

国
や
途
上
国
の
税
収
は
増
え
る
と
考
え
ら

れ
る
。

基
本
合
意
の
内
容「
第
2
の
柱
」

　

第
2
の
柱
は
、
法
人
税
の
引
き
下
げ
競

争
を
抑
制
す
る
た
め
、
全
て
の
多
国
籍
企

業
グ
ル
ー
プ
が
最
低
限
の
法
人
税
負
担
を

行
う
こ
と
を
確
保
す
る
た
め
の
ル
ー
ル
の

導
入
で
、
ミ
ニ
マ
ム
タ
ッ
ク
ス
と
呼
ば
れ

て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
以
下
の
二
つ
で
あ
る
。
一

つ
は
、
軽
課
税
国
や
タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン

に
あ
る
子
会
社
に
帰
属
し
て
い
る
所
得
に

対
し
、
今
後
合
意
す
る
最
低
税
率
の
水
準

ま
で
親
会
社
の
国
で
課
税
す
る
こ
と
で
あ

る
。
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
法
人
税
率
で
あ
る

12
・
5
%
が
有
力
な
案
と
い
わ
れ
て
い
る
。

　

も
う
一
つ
は
、
親
会
社
が
軽
課
税
国
や

タ
ッ
ク
ス
ヘ
イ
ブ
ン
に
あ
る
関
連
企
業
に

無
形
資
産
の
使
用
料
な
ど
を
支
払
う
際
の

支
払
い
を
否
認
し
て
支
払
い
企
業
（
親
会

社
）
の
国
が
課
税
す
る
と
い
う
ル
ー
ル
で

あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
法
人
税
率
を
引
き

下
げ
て
企
業
を
誘
致
し
よ
う
と
す
る
競
争

が
抑
制
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
だ
が
、
こ
れ

と
類
似
し
た
税
制
が
既
に
米
国
で
は
ト
ラ

ン
プ
税
制
と
し
て
導
入
さ
れ
て
い
る
の
で
、

O
E
C
D
で
も
合
意
し
や
す
い
と
い
う
こ

と
で
あ
る
。

わ
が
国
企
業
へ
の
影
響

　

わ
が
国
企
業
に
与
え
る
影
響
は
、
詳
細

が
決
ま
ら
な
い
の
で
定
か
で
は
な
い
が
、

一
般
論
と
し
て
言
え
ば
、
無
形
資
産
を
低

税
率
国
に
移
転
さ
せ
る
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン

ニ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
多
国
籍
企
業
は
税

負
担
増
と
な
る
が
、
ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
な
租

税
回
避
を
行
わ
ず
納
税
し
て
い
る
場
合
は

納
税
額
の
変
化
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。
わ
が

国
企
業
の
多
く
は
、
ア
グ
レ
ッ
シ
ブ
な
タ

ッ
ク
ス
プ
ラ
ニ
ン
グ
を
行
っ
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
の
で
、
影
響
は
少
な
い
と
考
え

ら
れ
る
。
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わ
が
国
に
は
営
業
利
益
率
10
％
以
上
、

連
結
売
上
高
9
0
0
億
円
以
上
の
上
場
企

業
は
2
0
0
社
弱
（
直
近
の
決
算
資
料
）

あ
り
、
そ
の
う
ち
「
新
た
な
課
税
権
」
に

直
面
す
る
利
益
率
10
％
を
超
え
る
利
益
額

は
、
お
お
よ
そ
9
兆
円
前
後
で
あ
る
。
こ

の
う
ち
、「
自
動
化
さ
れ
た
デ
ジ
タ
ル
サ

ー
ビ
ス
」
と
「
消
費
者
向
け
ビ
ジ
ネ
ス
」

を
行
う
会
社
で
、
海
外
売
り
上
げ
比
率
が

高
く
諸
外
国
か
ら
収
入
を
得
て
い
る
企
業

が
対
象
と
な
り
、
そ
の
利
益
の
一
部
（
例

え
ば
20
％
）
が
市
場
国
に
、
基
本
的
に
売

り
上
げ
を
基
準
と
し
て
配
分
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
。

　

わ
が
国
の
得
意
分
野
で
あ
る
製
造
業
や

部
品
産
業
な
ど
は
対
象
外
な
の
で
、
広
範

な
波
及
は
な
い
と
考
え
ら
れ
る
が
、
今
後

の
議
論
次
第
で
は
、
自
動
運
転
な
ど
の
デ

ー
タ
ビ
ジ
ネ
ス
、
ブ
ラ
ン
ド
価
値
を
持
っ

た
部
品
な
ど
が
対
象
と
な
る
可
能
性
も
あ

り
、
引
き
続
き
注
意
が
必
要
だ
。
ま
た
、

徴
税
の
仕
組
み
を
可
能
な
限
り
シ
ン
プ
ル

な
も
の
に
し
て
、
企
業
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
コ
ス
ト
に
十
分
配
慮
す
る
こ
と
も
必

要
だ
。

欧
州
諸
国
の
独
自
課
税
と
米
の「
変
身
」

　

今
後
の
展
開
を
考
え
る
上
で
最
も
留
意

す
べ
き
点
は
、
欧
州
諸
国
が
O
E
C
D
合

意
ま
で
の
間
と
し
な
が
ら
、
独
自
に
デ
ジ

タ
ル
サ
ー
ビ
ス
に
課
税
す
る
動
き
を
広
め

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。

　

経
緯
を
見
る
と
、
2
0
1
8
年
に
欧
州

委
員
会
が
欧
州
連
合
（
E
U
）
統
一
の
デ

ジ
タ
ル
課
税
案
を
提
案
し
た
。
内
容
は
、

本
格
的
な
課
税
見
直
し
案
（
本
格
案
）
と
、

そ
れ
ま
で
の
暫
定
案
と
し
て
の
デ
ジ
タ
ル

サ
ー
ビ
ス
税
（
D
S
T
）
の
2
本
立
て
で

あ
る
。
本
格
案
は
、
現
在
O
E
C
D
で
議

論
さ
れ
て
い
る
案
と
同
じ
発
想
に
立
つ
も

の
で
、
P
E
が
な
く
て
も
年
間
7
0
0
万

ユーロ
超
の
売
り
上
げ
の
企
業
を
対
象
に
、

E
U
域
内
（
消
費
国
）
で
生
み
出
さ
れ
た

所
得
に
課
税
で
き
、
ユ
ー
ザ
ー
の
所
在
地

な
ど
価
値
が
生
み
出
さ
れ
た
場
所
を
反
映

さ
せ
た
定
式
に
よ
り
加
盟
国
間
に
配
分
す

る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。

　

そ
れ
が
合
意
さ
れ
る
ま
で
の
間
は
、
暫

定
課
税
と
し
て
、
全
世
界
収
益
が
年
間
7

億
5
0
0
0
万
ユーロ
以
上
な
ど
の
企
業
に
対

し
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
広
告
の
販
売
、
デ
ジ

タ
ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
提
供
、
ユ
ー

ザ
ー
の
情
報
デ
ー
タ
の
販
売
と
い
っ
た
デ

ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
売
り
上
げ

（revenue

）
に
対
し
て
3
％
の
間
接
税

（indirect tax

）
を
課
す
と
し
て
い
た
。

　

し
か
し
、
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
や
ル
ク
セ
ン

ブ
ル
ク
な
ど
の
反
対
に
よ
り
合
意
が
得
ら

れ
ず
廃
案
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
、
フ
ラ
ン

ス
、
ス
ペ
イ
ン
、
イ
タ
リ
ア
な
ど
は
、

O
E
C
D
の
議
論
に
参
加
し
つ
つ
も
、
合

意
が
で
き
る
ま
で
の
間
は
、
各
国
独
自
で

デ
ジ
タ
ル
広
告
や
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
ー
ス

の
売
り
上
げ
な
ど
へ
課
税
す
る
デ
ジ
タ
ル

サ
ー
ビ
ス
税
を
課
す
こ
と
と
し
た
の
で
あ

る
。

　

フ
ラ
ン
ス
は
、
全
世
界
収
益
が
年
間
7

億
5
0
0
0
万
ユーロ
以
上
な
ど
の
企
業
の
オ

ン
ラ
イ
ン
広
告
の
販
売
な
ど
デ
ジ
タ
ル
サ

ー
ビ
ス
の
売
り
上
げ
に
対
し
て
3
％
の
間

接
税
（indirect tax

）
を
課
す
こ
と
と
し
、

19
年
1
月
か
ら
課
税
を
開
始
し
た
が
、
ト

ラ
ン
プ
政
権
が
フ
ラ
ン
ス
の
輸
出
品
に
対

し
て
制
裁
関
税
を
課
す
と

プ
レ
シ
ャ
ー
を
か
け
、
20

年
以
降
に
つ
い
て
は

O
E
C
D
の
合
意
が
で
き

る
ま
で
課
税
を
凍
結
し
た
。

　

英
国
は
本
年
4
月
か
ら

税
率
2
％
を
課
税
し
た
が
、

徴
収
は
21
年
4
月
か
ら
始

め
る
。
ま
た
イ
タ
リ
ア
、

ス
ペ
イ
ン
、
オ
ー
ス
ト
リ

ア
な
ど
も
導
入
を
し
て
い

る
。
た
だ
し
ド
イ
ツ
は
、

米
国
か
ら
の
報
復
関
税
を

恐
れ
て
独
自
課
税
の
導
入

を
検
討
し
て
い
な
い
（
図
表
2
）。

　

こ
の
よ
う
な
独
自
課
税
は
、
売
り
上
げ

を
課
税
標
準
と
す
る
間
接
税
な
の
で
、
赤

字
で
も
課
税
に
な
り
、
ま
た
直
接
税
と
異

な
り
二
重
課
税
の
調
整
が
で
き
な
い
（
直

接
税
で
あ
れ
ば
、
外
国
税
額
控
除
と
い
う

方
式
で
調
整
が
で
き
る
）
と
い
う
大
き
な

問
題
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
各
国
が
ば
ら
ば

ら
の
こ
の
税
制
を
導
入
し
て
い
け
ば
、
デ

ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易
・
ビ
ジ
ネ
ス
は

大
き
な
影
響
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
下
、
O
E
C
D
の

議
論
に
積
極
的
で
あ
っ
た
は
ず
の
米
ム
ニ

ュ
ー
シ
ン
財
務
長
官
は
昨
年
12
月
、
ピ
ラ

ー
1
に
つ
い
て
は
企
業
が
既
存
の
税
制（出所）財務省資料を筆者が加工

〈図表2〉暫定的措置（デジタル課税）に関する諸
外国の主な動き
デジタル・サービス・タックス（ＤＳＴ）
・・対象ビジネスの域内売り上げに３％を課税
・・2019年 3月にＥＵでの合意を断念

デジタル・サービス・タックス（ＤＳＴ）
・・対象ビジネスの域内売り上げに２％を課税
・・2020年 4月から施行（2021年から徴収）

デジタル大企業課税法
・・対象ビジネスの域内売り上げに３％を課税
・・2019年 7月 26日施行（2020年中は徴収を凍結）

2019年予算法（ウェブ・タックス）
・・対象ビジネスの域内売り上げに３％を課税
・・2020年 1月施行（2021年 2月から徴収）

デジタル・サービス・タックス（ＤＳＴ）
・・対象ビジネスの域内売上に３％を課税
・・2020年法案提出（2020年中に国際合意がな
い場合、2020年 12月より徴収）

EU

英国

フランス

イタリア

スペイン
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か
O
E
C
D
案
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
選

択
制
に
す
べ
き
だ
と
い
う
書
簡
を
発
し
た
。

事
実
上
の
骨
抜
き
提
案
で
あ
る
。
背
景
に

は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
と
米
国
議
会
の
折
り

合
い
の
悪
さ
（
O
E
C
D
合
意
案
は
条
約

化
さ
れ
た
後
、
議
会
の
承
認
を
得
る
必
要

が
あ
る
）
や
大
き
な
影
響
を
受
け
る
製
薬

会
社
な
ど
の
ロ
ビ
ー
活
動
の
影
響
が
あ
る

と
い
わ
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
対
し

O
E
C
D
事
務
局
や
欧
州
諸
国
は
、
こ
こ

に
来
て
骨
抜
き
を
図
る
提
案
は
受
け
入
れ

ら
れ
な
い
と
反
発
し
、
本
年
2
月
の
G
20

会
合
で
は
米
国
案
を
今
後
の
検
討
と
し
、

20
年
末
ま
で
の
最
終
合
意
を
再
確
認
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
利
害
の
構
図
は
複
雑
化
し

て
お
り
、
年
末
ま
で
の
合
意
は
容
易
で
は

な
い
状
況
に
あ
る
。
し
か
し
、
新
た
な
税

制
の
合
意
が
で
き
な
け
れ
ば
、
欧
州
各
国

だ
け
で
な
く
イ
ン
ド
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

豪
州
な
ど
ア
ジ
ア
に
も
独
自
の
課
税
が
ま

ん
延
し
て
い
く
。
そ
う
な
れ
ば
一
番
困
る

の
は
米
国
I
T
企
業
の
は
ず
で
あ
る
。

G
A
F
A
は
現
行
事
務
局
案
に
反
対
で
は

な
い
と
も
い
わ
れ
て
い
る
。
わ
が
国
と
し

て
は
、
合
意
形
成
に
向
け
て
積
極
的
役
割

を
果
た
し
、
国
際
協
調
の
枠
組
み
を
維
持

し
て
い
く
こ
と
が
国
益
に
か
な
う
の
で
あ

ろ
う
。


